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令和７年度 予算の概要



１　予算編成方針

２　予算の概要

（１）一般会計

簡 易 水 道 事 業

148,000 ▲ 10,000

介 護 保 険 事 業 995,000

158,000

1,012,000

　令和７年度の予算編成にあたっては、人口減少対策に関係する事業を推進し、各種施
策の成果と効果を十分に検討のうえ、羽幌町ならではの地方創生の実現に向けた施策を
展開するため、常に業務の効率化を意識するとともに、町民が利便性を感じられるよう
な自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進を共通の問題意識として持
ち、羽幌町総合振興計画を頂点とした各種計画を着実に推進するために、徹底した行財
政改革により持続可能な財政運営を行うことを基本としています。
　歳入については、国・道の予算編成を注視し補助金等特定財源の確保を図ります。歳
出については、令和６年度から継続的な大型事業である天売複合施設建設事業が実施さ
れていることから、例年に増して当該年度に実施する必要がある事業以外は極力行わ
ず、経常費については、物価上昇や金融資本市場の変動等が予想される中でも、施設の
維持、運営に最低限必要となる増額に留め、必要最小限の予算編成としています。
　また、昭和40年代に建設された公共施設が老朽化し、更新時期のピークを迎えようと
していることから、長期的な視点をもった更新等を行い、財政負担の軽減や平準化を図
ることで、公共施設等の最適な配置とともに健全な財政運営を目指しています。

（単位：千円）

令和７年度

863,000

1,012,000

▲ 57,000

　令和７年度の予算規模は、一般会計で対前年度比 14.2％（10億1,200万円）増の 81億

4,700万円となっています。

　主な大規模事業は、天売複合化施設建設事業や子ども発達支援センター建替事業のほ

か、継続事業として公営住宅建設事業や橋梁長寿命化事業などを予定しています。

　新規の事業は、海水温上昇などにより影響を受けているホタテ養殖事業者が利用する

海洋変化対策資金に対する利子補給事業や、懸案でありました空きビル等に係る対応策

の具体的検討への着手、町内循環バス「ほっと号」の走行位置をスマートフォン等で確

認できるバスロケーションシステムの導入、小中学校の修学旅行に係る交通費の補助、

災害発生時に被害状況を把握するためのドローン導入などを予定しています。

　なお、経常費は、物価が高騰している中にあっても施設の維持、運営に最低限必要と

なる増額に留め、これまで同様に事務の効率化等による経費の抑制を図っており、費用

対効果、緊急度等を考慮した必要最小限の予算としています。

　歳入は、町税について過去数年の実績を参考に増加を見込んでおり、引き続き物価上

昇や金融資本市場の動向による経済への影響に注意が必要な状況になっています。ま

た、例年同様に多額の財源不足分を基金からの繰り入れと起債に頼っており、依然とし

て財政運営が厳しい状況にあるといえます。

令和６年度 増　　　減

▲ 6.3

増減率(％)

7,135,000

会 計 区 分

806,000

一 般 会 計 8,147,000

▲ 6.6

14.2

国民健康保険事業

後 期 高 齢 者 医 療

60,000

合 計 10,200,914

7.1

港 湾 上 屋 事 業 22,000

948,690

水 道 事 業 会 計 334,172 312,038 22,134

9.311,149,604

下 水 道 事 業 会 計 649,432 654,876 ▲ 5,444 ▲ 0.8

36.4

10,000 ▲ 12,000 ▲ 54.5

▲ 17,000 ▲ 1.7

44,000 16,000
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（２）特別会計

① 国民健康保険事業特別会計

② 後期高齢者医療特別会計

③ 介護保険事業特別会計

④ 簡易水道事業特別会計

⑤ 港湾上屋事業特別会計

（３）企業会計

① 水道事業会計

② 下水道事業会計

　令和７年度の予算規模は、収益的収入で3億8,373万円、収益的支出で3億9,443万6千円

となっております。資本的収入は1億6,995万7千円、資本的支出で2億5,499万6千円となっ

ており、資本的収支で収入が支出に対して不足する8,503万9千円は、現年度分損益勘定留

保資金等で補てんします。

　予算総額は、療養給付事業や一般保険者納付金事業の減少が主な要因で、対前年度比

6.6％減の8億600万円となっています。

　予算総額は、広域連合納付金事業（後期高齢者医療広域連合負担金）の減少が主な要因

で、対前年度比6.3％減の1億4,800万円となっています。

　令和７年度の予算規模は、収益的収入で2億2,455万4千円、収益的支出で2億2,425万2千

円となっております。資本的収入は3,830万円、資本的支出で1億992万円となっており、

資本的収支で収入が支出に対して不足する7,162万円は、過年度分損益勘定留保資金等で

補てんします。

　予算総額は、令和８年度から予定している公営企業法適用化に伴う水道施設維持管理事

業の増加が主な要因で、対前年度比36.4％増の6,000万円となっています。

　予算総額は、公債費及び焼尻旅客上屋管理人室改修工事終了に伴う減少が主な要因で、

対前年度比54.5％減の1,000万円となっています。

　保険事業勘定と介護サービス事業勘定を合わせた予算総額は、起債の償還完了に伴う公

債費の減少が主な要因で、対前年度比1.7％減の9億9,500万円となっています。
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３　予算の状況

（１） 歳入の概要

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

１款 町 税 727,554 8.9 711,608 10.0 15,946 2.2

２款 地 方 譲 与 税 68,874 0.8 71,772 1.0 △ 2,898 △ 4.0

３款 利 子 割 交 付 金 210 0.0 155 0.0 55 35.5

４款 配 当 割 交 付 金 2,700 0.0 2,410 0.0 290 12.0

５款
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

2,550 0.0 2,046 0.0 504 24.6

６款 法人事業税交付金 13,150 0.2 12,380 0.2 770 6.2

７款 地方消費税交付金 174,500 2.1 164,100 2.3 10,400 6.3

８款 環境性能割交付金 8,790 0.1 5,830 0.1 2,960 50.8

９款 地 方 特 例 交 付 金 2,760 0.0 2,667 0.0 93 3.5

10款 地 方 交 付 税 3,381,000 41.5 3,302,076 46.3 78,924 2.4

11款 交通安全対策交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

12款 分担金及び負担金 148,538 1.8 46,509 0.7 102,029 219.4

13款 使用料及び手数料 136,427 1.7 138,419 1.9 △ 1,992 △ 1.4

14款 国 庫 支 出 金 478,182 5.9 448,732 6.3 29,450 6.6

15款 道 支 出 金 403,653 5.0 385,599 5.4 18,054 4.7

16款 財 産 収 入 28,162 0.3 37,167 0.5 △ 9,005 △ 24.2

17款 寄 附 金 256,101 3.1 201,101 2.8 55,000 27.3

18款 繰 入 金 678,400 8.3 675,130 9.5 3,270 0.5

19款 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

20款 諸 収 入 261,747 3.2 195,597 2.7 66,150 33.8

21款 町 債 1,373,700 16.9 731,700 10.3 642,000 87.7

8,147,000 100.0 7,135,000 100.0 1,012,000 14.2

2,236,930 27.5 2,005,532 28.1 231,398 △ 0.7

5,910,070 72.5 5,129,468 71.9 780,602 0.7

※ 構成比は表示単位未満の数値を四捨五入していますので、数値が一致しない場合があります。  

　本町の財政は、国が地方に分配する地方交付税や国庫支出金などの依存財源に歳入全体の
72.5％を頼っている状況にあります。

　令和７年度の自主財源においては、寄附金（ふるさと納税）や町税の増加などにより総額

では増加を見込んでおりますが、依然として非常に厳しい状況となっております。

　今後の見込みとしては、令和６年度から継続している天売複合化施設の建設、後年度にお

いても中央公民館（旧館）建替事業等、老朽化施設の更新に多額の財源が必要となることを

想定しているため、過度な基金依存や起債依存を避け、歳入規模に見合った歳出構造への転

換を図りながら、町の将来像の実現に向けた取り組みを行っていく必要があります。

合 計

自 主 財 源

依 存 財 源

（単位：千円、％）

科 目
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較
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【 主な歳入の増減 】

● 町税

※ 町民税（個人）△3,712千円（法人）△1,250千円、固定資産税・都市計画税＋22,414千円、

　軽自動車税△247千円、町たばこ税△1,359千円、入湯税＋100千円

● 普通交付税

● 特別交付税

● 臨時財政対策債

    ※ 構成比は表示単位未満の数値を四捨五入していますので、数値が一致しない場合があります。 

　令和７年度総務省予算概算要求時点での地方交付税の総額が出口ベースで+1.7％と試算

されていますが、交付税算定根拠数値等を考慮し、令和６年度の再算定交付決定額（臨時

財政対策債償還基金費を除く）の31億7,172万4千円から1.0％減の31億4,000万円を計上し

ています。

　特別交付税は令和６年度交付額の確定が年度末になることから、令和５年度交付決定額

相当額を上限額として対前年度比 3,780万1千円（約13.6％）減の2億4,100万円を計上して

います。

　総務省の「令和７年度地方財政対策の概要」において、臨時財政対策債については前年

より皆減とされていることから、令和７年度予算は計上していません。

　町税は過去数年の実績を参考に算定し、前年度当初予算と比較して、2.2％増の7億2,755

万4千円を計上しています。

自主財源
27.5%

依存財源
72.5%

町税
8.9%

繰入金
8.3%

その他
10.2%

その他
3.4%

国庫支出金
5.9%

道支出金
5.0%

町債
16.9%

地方交付税
41.5%

歳入予算構成比

依存財源のその他

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

交通安全対策交付金

自主財源のその他

分担金及び負担金

使用料及び手数料

財産収入

寄付金

繰越金

諸収入

歳入
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（２）歳出の概要

 【 目的別区分 】

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

１款 議 会 費 58,795 0.7 57,640 0.8 1,155 2.0

２款 総 務 費 964,978 11.8 779,288 10.9 185,690 23.8

３款 民 生 費 1,472,231 18.1 1,231,321 17.3 240,910 19.6

４款 衛 生 費 465,421 5.7 462,064 6.5 3,357 0.7

５款 労 働 費 3,893 0.0 5,649 0.1 △ 1,756 △ 31.1

６款 農 林 水 産 業 費 281,930 3.5 286,012 4.0 △ 4,082 △ 1.4

７款 商 工 費 274,693 3.4 264,373 3.7 10,320 3.9

８款 土 木 費 922,859 11.3 952,401 13.3 △ 29,542 △ 3.1

９款 消 防 費 310,779 3.8 308,815 4.3 1,964 0.6

10款 教 育 費 1,175,724 14.4 671,384 9.4 504,340 75.1

11款 災 害 復 旧 費 4,778 0.1 34,447 0.5 △ 29,669 △ 86.1

12款 公 債 費 894,919 11.0 901,880 12.6 △ 6,961 △ 0.8

13款 諸 支 出 金 1,306,000 16.0 1,169,726 16.4 136,274 11.7

14款 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

8,147,000 100.0 7,135,000 100.0 1,012,000 14.2
※ 構成比は表示単位未満の数値を四捨五入していますので、数値が一致しない場合があります。  

（単位：千円、％）

科 目
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 比 較

合 計

総務費

11.8%

民生費

18.1%

衛生費

5.7%

農林水産業費

3.5%

商工費

3.4%

土木費

11.3%消防費

3.8%

教育費

14.4%

公債費

11.0%

諸支出金（人件費）

16.0%

その他

1.0%
歳出予算構成比（目的別）

歳出

＜ その他の内訳 ＞
　議会費 0.7%
　労働費 0.0%
　災害復旧費 0.1%
　予備費 0.1%
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【 主な増減内容（目的別）】

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

諸 支 出 金

　天売複合化施設建設事業、羽幌小学校施設管理事業、GIGAスクール
運営事業、中学校教師用指導書購入事業等の増により、前年度対比 5
億434万円（75.1％）の増となっています。

　給料表の改定や期末勤勉手当支給率の引上げにより、一般職員等に
係る職員給与費に関しては対前年度比7,216万9千円（8.3％）の増と
なっています。
　また、会計年度任用職員に係る報酬等に関しても一般職員等と同様
に報酬単価の改定や期末勤勉手当支給率の引上げにより、対前年度比
6,410万5千円（21.3％）の増となっています。
　諸支出金全体としては、対前年度比1億3,627万4千円（11.6％）の
増となっています。

　新型コロナウイルスワクチン定期接種事業、廃棄物収集処理事業、
簡易水道特別会計操出事業等の増などにより、対前年比 335万7千円
（0.7％）の増となっています。

　サンセットプラザ施設管理事業、企業振興促進事業、バラ園施設管
理事業等の増などにより、対前年度比 1,032万円（3.9％）の増と
なっています。

　情報管理業務経費、共同戸籍業務電算システム管理事業、まちづく
り応援寄付金推進事業等の増などにより、対前年度比 1億8,569万円
（23.8％）の増となっています。

　子ども発達支援センター建替事業、児童手当給付事業、後期高齢者
広域連合負担金事業等の増などにより、対前年比 2億4,091万円
（19.6％）の増となっています。

　下水道運営事業、港湾上屋特別会計操出事業、橋梁長寿命化事業等
の減などにより、対前年度比 2,954万2千円（3.1％）の減となってい
ます。

　防災情報伝達システム管理事業、北留萌消防組合負担金事業等の増
により、対前年度比 196万4千円（0.6％）の増となっています。

　焼尻めん羊牧場継承事業、農業担い手対策事業、私有林等整備事業
等の減などにより、対前年比 408万2千円（1.4％）の減となっていま
す。
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（単位：千円）

積立額 取崩し額

1,411,587 2 341,981 1,069,608

781,492 85 781,577

1,106,461 282,723 336,419 1,052,765

　まちづくり事業基金 98,171 1 18,245 79,927

　役場庁舎等整備基金 126,315 96 5,000 121,411

　地域福祉基金 315,132 100 315,232

　交通対策事業基金 29,550 1 26,082 3,469

　海鳥保護基金 2,687 17 2,670

　人づくり事業基金 33,951 1,580 32,371

　まちづくり応援基金 90,245 251,000 249,013 92,232

　教育施設整備基金 211,945 33 211,978

　町営住宅等整備基金 175,550 14,918 8,891 181,577

　助産師看護師修学基金 8,090 1,200 3,000 6,290

　保育士等修学基金 7,710 3,000 4,710

　森林環境譲与税基金 7,115 15,374 21,591 898

3,299,540 282,810 678,400 2,903,950

奨学基金 14,720 14,720

前川富義奨学基金 30,000 30,000

中小企業経営安定支援基金 10,000 10,000

54,720 0 0 54,720

3,354,260 282,810 678,400 2,958,670

231,483 8,306 18,875 220,914

 国保支払準備基金　   46,763 8,300 55,063

 介護給付費等準備基金 154,785 1 12,375 142,411

 特別養護老人ホーム整備基金 29,935 5 6,500 23,440

231,483 8,306 18,875 220,914

3,585,743 291,116 697,275 3,179,584

340,159 340,159

3,925,902 291,116 697,275 3,519,743総合計　（Ａ）＋（Ｂ）

一
般
会
計

【積立基金】

積立基金合計

【定額運用基金】

特別会計合計　

 財政調整基金

備荒資金組合納付金（普通・超過）（Ｂ）

令 和 7 年 度 末
残 高 見 込 額

令和7年度増減見込額

特
別
会
計

【積立基金】

４　基金の状況

　基　金　の　名　称
令 和 6 年 度 末
残 高 見 込 額

一般会計・特別会計合計（Ａ）

　令和７年度末の備荒資金組合納付金を含む基金残高の合計は、35億1,974万3千円となる

見込みです。

　一般財源の不足分を補てんする財政調整基金のほか、各種まちづくり事業に充てるまち

づくり応援基金などを取り崩すことから、残高の合計は、令和６年度末見込額と比較して

4億615万9千円減少する見込みです。

 減債基金

 その他特定目的基金

 特定目的基金

定額運用基金合計

一般会計合計
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額
交 付 税
補 て ん 額

町 実 負 担 額

6,256,099 1,373,700 868,115 6,761,684 4,590,451 2,171,233

38,587 0 4,996 33,591 0 33,591

21,842 11,000 3,215 29,627 10,707 18,920

46,993 0 11,748 35,245 4,319 30,926

6,363,521 1,384,700 888,074 6,860,147 4,605,477 2,254,670

  

合　　計

 一般会計

 港湾上屋事業特別会計

 簡易水道事業特別会計

 介護保険事業特別会計

５　町債の状況

　区　　分
令和６年度末
残 高 見 込 額

令和７年度増減見込額
令和７年度末
残 高 見 込 額

左の内訳

　令和７年度末の地方債（借金）の残高見込額は、一般会計と特別会計を合わせて68億6,014

万7千円となっており、令和６年度末残高見込額と比べてみると4億9,662万6千円、率にして

7.80％の増となっております。これは、令和７年度の元金償還見込み額8億8,807万4千円と比

較して、「天売複合施設建設事業」や「子ども発達支援センター建替事業」などの大型事業に

よる新たな起債借入れ額が13億8,470万と大幅に超過する見込みであることが理由となってい

ます。

　なお、起債残高見込額のうち、46億547万7千円は、将来の普通交付税によって補填されるこ

とになっているため、実質の町負担額は、22億5,467万円となります。
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６ 令和７年度の主な事業 

所管課 事業内容 予算額

有害鳥獣駆除対策事
業

農林水産課
有害鳥獣駆除委託料（エゾシカ・ヒグマ）、羽幌
町鳥獣被害防止協議会への補助ほか

402万円

農業担い手対策事業 農林水産課
オロロン地区農業担い手確保対策協議会事業
（農業担い手支援対策）への支援

203万円

離島活性化事業（農
林水産）※畜産分

農林水産課
焼尻島からのめん羊移出輸送費、飼料等の移
入輸送費に対する補助

49万円

農業農村整備事業 農林水産課
用排水施設整備、区画整備、暗渠排水等の整
備（二股第２南・北地区、二股地区）

4,005万円

★
私有林等整備推進事
業

農林水産課 私有林等の森林整備に係る経費への補助 527万円

豊かな森づくり推進
事業

農林水産課
森林所有者が実施する造林事業に係る経費へ
の補助

598万円

私有林等整備事業 農林水産課
国や道の補助対象外の私有林等の森林整備
への補助

984万円

★
漁業近代化資金利子
補給事業

農林水産課
漁業近代化資金助成法に基づく利子補給の追
加補給

199万円

離島漁業再生支援交
付金事業

農林水産課
離島における漁場の生産力の向上に関する取
組みなどへの補助

1,286万円

★
海洋変化対策資金利
子補給事業

農林水産課
海洋変化等の影響によるホタテ稚貝養殖漁業
者に対する利子補給

630万円

漁業担い手支援事業 農林水産課
漁業に必要な免許取得及び漁船の買船や建造
漁業機器等の購入に対する補助

358万円

離島活性化事業（農
林水産）※水産分

農林水産課
離島からの魚介類移出輸送費、資材等の移入
輸送費に対する補助

329万円

★
漁業雇用確保対策事
業

農林水産課
都市部で開催される「漁業就業フェア」への参
加経費

21万円

外国人技能実習生受
入支援事業

農林水産課
外国人技能実習生等を受け入れている漁業者
に対する一部補助

480万円

　令和７年度の主な事業は、下記のとおりです。

　※ 令和７年度からスタートする新規事業と継続事業の中でも内容を見直しているものや事業を拡
　　充して行うものについては、★ 印を記載。その他はこれまで実施してきた事業とほぼ同様の内
　　容となっている継続事業

事業名

第一次産業(農林水産)
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所管課 事業内容 予算額

地域魅力ＰＲ事業 地域振興課
道内主要都市でのＰＲ事業、シティプロモーショ
ン業務委託料、特産品商品開発等補助金ほか

1,206万円

まちづくり応援寄付
金推進事業

地域振興課
まちづくり応援基金積立金、寄付者に対する特
産品贈呈費用ほか

37,522万円

奨学資金返還支援事
業

地域振興課
本町で就業し定住する方の奨学資金返還金に
対する補助

72万円

★ デジタル推進事業
デジタル
推進課

業務用ＳＭＳ通信料、事務用ソフトライセンス購
入、デジタル機器購入経費ほか

195万円

中小企業融資貸付事
業

商工観光課 中小企業特別融資制度に係る預託金 4,000万円

中小企業振興資金利
子補給事業

商工観光課
中小企業特別融資制度資金利用者に対する利
子及び保証料補給金

510万円

企業振興促進事業 商工観光課
事業場の立地や新規創業等に係る経費に対す
る各種補助

2,698万円

商工振興補助事業 商工観光課
商工会が行う小規模事業者指導事業等に対す
る補助

2,127万円

雇用促進助成事業 商工観光課
羽幌町における雇用の促進のため、新たに求
職者を雇用する者に対し助成

564万円

６次産業化推進事業 商工観光課
投資額に対する助成（建物・設備）
新商品開発・研究に係る経費への補助

100万円

★
外国人技能実習生地
域交流事業

商工観光課
町内で働く外国人技能実習生に対する地域交
流に係る経費

10万円

サンセットビーチ施
設管理事業

商工観光課
施設の維持管理（海岸漂着物処理業務委託料
ほか）

398万円

観光協会補助事業 商工観光課
羽幌町観光協会が行う事業・運営費に対する補
助

1,466万円

離島観光振興事業 商工観光課
離島観光振興促進プロジェクト事業（インフルエ
ンサー招聘等）に補助

154万円

サンセットプラザ施
設管理事業

商工観光課
施設管理上必要な修繕（外部階段手摺設置、
エレベーター昇降機、プレハブ冷蔵庫入替ほ
か）

2,098万円

★ バラ園施設管理事業 商工観光課
作業用機械（ウッドチッパー）購入及び機械修
繕並びに園内ベンチ及び噴水塗装経費ほか

227万円

★
焼尻めん羊まつり補
助事業

商工観光課 焼尻めん羊まつり事業への補助 117万円

地域振興・商工観光

事業名
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所管課 事業内容 予算額

★
子ども発達支援セン
ター建替事業

健康支援課
子ども発達支援センターにじいろの建設工事請
負費、既存建物の解体設計委託料ほか

26,125万円

高齢者福祉ハイヤー
事業

福祉課
高齢者（80歳以上）等に対するハイヤー乗車券
の交付事業

950万円

老人福祉施設運営事
業

福祉課
築別老人寿の家屋根改修工事請負費、老人福
祉センター除雪機械購入経費

479万円

高齢者入浴サービス
事業

福祉課
高齢者（70歳以上）のサンセットプラザ入浴費用
に対する補助

78万円

★
介護サービス基盤整
備事業

健康支援課
介護サービス資格取得及び町内介護保険施設
運営事業者への外国人受入に係る一部補助ほ
か

278万円

保育士等確保対策事
業

福祉課
保育補助員確保のための補助、保育士等修学
資金の貸付金、入学準備金及び就学準備金

478万円

★ 医師等確保対策事業 健康支援課
医師、診療看護師研究資金等貸付金、就業支
度金貸付金ほか

5,050万円

助産師看護師確保対
策事業

健康支援課
助産師または看護師資格取得のための修学資
金の貸付事業

420万円

産後ケア事業 健康支援課
分娩施設退院後に助産師等が実施する産後ケ
アに係る経費

76万円

不妊治療費等助成事
業

健康支援課
不妊治療等を受けている夫婦に対し、治療に要
する費用の一部を助成

120万円

★
新型コロナウイルス
ワクチン定期接種事
業

健康支援課
予防接種法上の定期接種に位置付けられた新
型コロナワクチン定期接種に係る経費

1,452万円

★
帯状疱疹ワクチン定
期接種事業

健康支援課
令和７年４月から定期接種化される帯状疱疹ワ
クチン接種に係る経費

183万円

特別養護老人ホーム
管理事業

健康支援課 ユニット棟屋根等改修工事請負費 600万円

所管課 事業内容 予算額

★ 防犯灯管理事業 町民課 防犯灯ＬＥＤ化改修工事請負費 111万円

★
循環バス（コミュニ
ティバス）運行事業

町民課
循環バス「ほっと号」バスロケーションシステム導
入、ほっと号・羽幌港シャトルバス運行負担金

1,052万円

生活・環境・インフラ

事業名

事業名

医療・福祉
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所管課 事業内容 予算額

★ 空き家対策事業 町民課
空き家等対策協議会、空きビル等解体費用積
算資料作成、空き家改修･解体に対する補助ほ
か

1,548万円

住宅改修促進補助事
業

町民課 住宅改修及び設備工事等に対する補助 1,000万円

★ 犯罪被害者支援事業 町民課 犯罪被害を受けた方への遺族見舞金等の支給 40万円

★ 廃棄物収集処理事業 町民課
焼尻地区ごみ収集運搬車（パッカー車）購入及
び車庫整備経費

1,682万円

橋梁長寿命化事業 建設課
橋梁長寿命化計画に基づく橋梁補修設計(上
築11線橋)及び補修工事(寿４線橋)

7,696万円

道路維持車両整備事
業

建設課
ロータリ除雪車購入、スノータイヤ、除雪車バッ
クカメラ等購入費用ほか

7,640万円

道路新設改良事業 建設課
南２条通舗装修繕工事、北２条通歩道整備工
事、町道道路排水整備工事（高台線）ほか

2,285万円

羽幌港浚渫事業 建設課
港町地区小型船泊地及び浜町地区の浚渫業
務委託料

1,747万円

★ 焼尻港施設管理事業 建設課
フェリー着岸施設補修工事、東浜岸壁防護柵
設置及び撤去工事請負費

216万円

国直轄港湾整備事業 建設課
漁港区の狭あい解消のための港町地区船溜ま
りの老朽化対策のための整備

6,000万円

★ 都市計画整備事業 地域振興課
羽幌町都市計画マスタープラン改定、羽幌町立
地適正化計画策定業務委託

1,082万円

公営住宅施設管理事
業

建設課
維持管理に係る補修・改修工事等（朝日団地外
部改修、栄町南団地軒先改修ほか）

2,160万円

単独住宅施設管理事
業

建設課
夕陽ヶ丘団地風呂釜取替・玄関塗装、天売富
磯団地内部修繕料ほか

889万円

公営住宅建設事業 建設課 幸町団地1LDK(1棟2戸)建築に係る経費 6,633万円

★ 防災対策事業 総務課 災害対策用ドローン導入に係る経費ほか 517万円

★
防災情報伝達システ
ム管理事業

総務課
防災情報伝達システムの自動起動装置の更新
に係る経費

1,001万円

焼尻簡易水道施設設
備改修事業

上下水道課 白浜浄水場原水濁度計更新工事請負費ほか 625万円

生活・環境・インフラ

事業名
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所管課 事業内容 予算額

教員住宅施設管理事
業

学校管理課
市街地区住宅屋根改修、天売地区住宅改修、
焼尻地区住宅屋根一部改修ほか

1,552万円

★
小中一貫教育検討事
業

学校管理課
小中一貫教育の導入検討のための先進校視察
に係る経費

14万円

GIGAスクール運営事
業

学校管理課
ＩＣＴ運用支援等に係るネットワーク環境整備委
託料、タブレット端末借上料、電子黒板購入
ほか

2,252万円

★ 教育振興事業 学校管理課
天売高等学校教育振興会事業（野球部用具、
バドミントン部練習試合参加経費）への補助

92万円

羽幌高等学校教育振
興会補助事業

学校管理課
羽幌高等学校教育振興会事業補助金（魅力あ
る学校づくり事業・生徒支援事業）

1,780万円

★ 小学校教育振興事業 学校管理課
小学校の修学旅行に係る交通費分の補助のた
めの経費

34万円

羽幌小学校施設管理
事業

学校管理課
冷房設備改修工事請負費、その他校舎修繕等
維持管理に係る経費

7,708万円

天売小学校施設管理
事業

学校管理課
体育館ロールカーテン修繕及び屋上防水修繕
に係る経費

447万円

羽幌中学校運営事業 学校管理課
部活指導員旅費、施設管理用備品（生徒用机
椅子、教職員校務用パソコンほか）購入費

451万円

羽幌中学校施設管理
事業

学校管理課
校舎廊下天井修繕、教室カバン入れ改修、校
舎外壁等補修工事ほか

509万円

★ 焼尻中学校運営事業 学校管理課 学校用備品（防炎カーテン）購入に係る経費 19万円

★ 中学校教育振興事業 学校管理課
中学校の修学旅行に係る交通費分の補助のた
めの経費

124万円

中学校教師用指導書
購入事業

学校管理課
教師用指導書購入費、教師用デジタル教科書
等使用料ほか

794万円

天売複合化施設建設
事業

学校管理課 天売複合化施設建設に係る経費 71,424万円

スポーツ公園施設管
理事業

社会教育課
サッカー場照明移設、乗用刈払機修繕、Ａ球場
仮設トイレ借上料

499万円

南町運動広場施設管
理事業

社会教育課 トイレ外部改修 128万円

給食センター施設管
理事業

学校給食
センター

真空式温水機用熱交換器交換修繕ほか 183万円

事業名

教育・文化・スポーツ
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